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旧産炭地域の地域振興と高齢者問題

一一筑豊・宮若市宮田地区よ乃一一

I .はじめに

i呂産炭地においては自治体を主体として鉱害復

旧などの石炭後遺症を抱えながらも炭鉱跡地の整

備や炭鉱閉山後の荒麗した地域の再生に力を入

れ，人口流出による過疎と高齢社会への対応を留

りつつ，地域の新たな基幹産業を育成すべく観光

事業や企業誘致による地域振興を続けてきた。そ

の経緯も成果もさまざまであるが，常磐炭鉱(1976

年間山)のあった福島県いわき市のスパリゾート

のように坑内採炭における最大教の難敵で為った

地下の湧水を誼泉水として活用することによって

まちを再生したケースもあれば，夕張炭鉱(北炭

夕張炭鉱 1982年間山南大夕張炭鉱 1990年関

山)のあった北海道夕張市のように観光事業によ

る再生に取乃組みながらも財政薮錠を招き再建国

体に陥ったケースもある。また，全業誘致を起嬢

剤として石炭後遺症からの脱却と地域振興を目指

した自治体もある。このうち 大手自動車メーカ

-Iトヨタ自動車jの子会社であるトヨタ自動車
九州の誘致に成功した諸問県宮若市のケースか

ら，企業誘致の経緯を踏まえながち石炭後遺症の

一つである生活保護受給者や高齢者といった住民

生活の問題とをあわせて考察していきたい。

II.筑豊地域の半世紀

1950年代の筑豊地域は，三井，三菱，住友な

どのI日財閥系の大手炭鉱や筑豊御三家〔麻生，貝

島，安JIl)とよiまれる地場大手の炭鉱をはじめ中

小零紹規模に至るまで数多くの炭鉱が操業してい

た。産方職安の「筑豊石炭と職業安定行政史j

によると終戦翌年の 1946(曜和21)年には76炭

秀 和田

鉱であったものが， 5年後の 1951(昭和26)年

には朝鮮特需の影響もあり 265炭鉱を数えるまで

に爆発的に増加した。年嵩の出炭量も 1946年の

719万トンかち 1，444万トンへと倍増し，同年に

は出炭量の最高を記録，労務者も 12万 1，800人

を数えた。ここでまず注目すべきことは，出炭量

と比較して炭鉱数が非常に多いという点であるO

これは一援千金をもくろんで操業をはじめた炭鉱

或金と呼ばれる中小零絹炭鉱がこの時期に数多く

出現したことを物語つている (ωlυ)

1沙95幻3(日昭否和2認8)年の朝鮮戦争休戦直後から石

炭恐恐，慌庶(効宝起こ号，筑豊地域でも中小零細炭鉱を

中心に合理化が始まる(九 1955(昭和30)年に

は非能率炭鉱の買奴による障山を進める「石炭鉱

業合理化臨時措量法j悼の施行により， 1959 (昭

和34)年までに 74鉱2万2，967入の人員整理が

行われた。このころには 化石エネルギーの巨体

から液体への転換 いわゆる fエネルギー革命j
が浸透し大手炭鉱においても合理化を断行してい

かざるをえなくなっていた。

1960 (昭和35)年から 1965(昭和40)年の5

年間に年間約 1万人のベースで労務者数が減少

し，実に 102鉱4万6，000人の整理が行われた。

特に 1962(昭和 37)年から翌 1963(昭和 38)年

の一年間にはお鉱 l万2.000入と詩文減している。

このわずか 10年後の 1973(昭和48)年には，

筑豊炭田最後の坑内語りの貝島炭積が閉山，露天

掘りだけとなった関炭鉱も 1976(昭和 51)年に

はその清算業務だけを残して完全閉山し，これに

よち筑豊の石炭鉱業の歴史に終止符がうたれた。

その後，貝島炭横は資産の完全処分，借地の返

還，各種の契約解除，鉱害被害の復旧などの清算
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業務を続け，約西土半手世紀経た 2却00∞o(平成 12幻)年
3月末にそのすべての業務を襲了した{ω5幻)

筑豊地域は，ここ数年間の甫町村合併の結果，

2006 (平成 18)年3月318時点において行政区

分上， 7 r有4君 (14町村)(6)で構成されている

が，その経済的文化的背景の違いから 4つ地区に

分けることができる c この4地区とは，遠賀地

区，宣鞍地区，嘉飯山地区，田JII地区である。遠

賀地区は芦屋町・間垣町・水巻町・遠駕町の 4

町，亘鞍地区は直方市・中間市・宮若市・小竹町

・鞍手町の 3市2町 嘉飯山地区は飯塚市・嘉麻

市・桂川町の 2市 l町，田川地区は田川市・福智

町・糸田町・香春町・赤村・大{壬町・ JII崎町・添

田町の 1市7町村でそれぞれを構成している。

筑豊地域の特性について，若林良和は(7)1950

(昭和 25)年から 1985(平成2)年までの人口構

造と産業講造の推移に着目し 人口動態と鉱業比

率を基準にして 4タイプに分類している。なお，

市町村の名称、について辻市町村合併の結果を反映

したものに修正した。 (2006年3月31日現在)

Aタイプ鉱業比率が低く 人口増加した市

町村…直方市，遠妻都4町

Bタイプ鉱業比率が高かったものの，人口増

加となった市町村…中間市

Cタイプ鉱業比率が高く 人口減少になった

市野村…宮若市宮田地区(田宮田

町)，嘉府、市，鞍手郡2町，嘉穂郡

1昨，田川郡7町村

Dタイプ鉱業比率が従来から低いものの，

人口減少になった市町村…宮若市若

宮地区(1日若宮宵入飯塚市

このうち本語で取り上げるのは，直鞍地匿内の

宮若市宮田地区であるG 宮若市は， 2006 (平或

18)年2月11日に鞍手郡宮田町と再町に隣接す

る鞍手郡宮若町との合許により誕生した。この 2

町をさきの 4タイプにあてはめると宮若市宮田地

区(1日宮田町)は Cタ千プに，若宮地区(1日若

宮町)は D タイプにあたる。すなわち，炭鉱を

中心とした全業域下野として栄え，炭鉱の関出に

より経済的基盤の喪失とそれにともなう人口の大

量流出，その後の高齢化と過疎という道を辿った

18宮田町と農業以外に特に産業が興ることなく農

業人口の減少と高齢化により過疎となった18若宮

町の合併である c この|巨 2野は，隣接地域であり

ながらその経済的文化的基盤の異なる行政区の合

併という詩徴をもち これに関連した興味深い事

柄もいくつか見受けられるが ここでは宮田地亙

を取り上げてi日産炭地の地域振興と高齢者の問題

を考察する。

本稿において，単に地域振興という観点からだ

けでなく日日産炭地域の地域振興jと特筆するこ

とについては，この地区の地域振興に在炭後遺症

が大きく影響してきたと考えちれるからである。

このことは，まず石炭鉱業合理化に関連して出産

炭地の政策冨において財政を支えていた石炭関係

六法が2001(平成 13)年3月まで継続されてき

たことからもその対応の必要性が読み取れるから

である。次に，関山による基幹産業の崩壊は，宮

田地区の人口流出と地域の衰退という変貌をもた

ちしたが，炭鉱離職者としてそこで暮らす倍人の

生活の変化は， 30年という時間の経過のなかで

も比較的緩やかなものであったと捉えることがで

きる。それというのも関山後においても今まで通

りの住まい(8)が確保され相互に熟知した人間と

共にあることで，いわば「緊密な連結Jを保持す
ることが可詑であったこと またこれにより炭住

社会悌での基層文化 生活禄式というものがその

後も維持されてきたと推測されるからである。

ill.金業誘致と地域振興

小学生向けの社会科地図にある九州地方の結介

ページには，広大なE陵地のなかに大規模な敷地

を構え巨大な白いアセンブリープラントの空撮写

真がある。その中央部の 2笛所の呈上からはそれ

ぞれ二本一組で横並び、に 4経8本，合計 16本の

黄色いエントツが天高く釜え立つ。この写真の解

説檎には rr炭鉱の町から自動車の町へJ(福田県
宮若市)， (略〉福岡県では，機械工業の生産割合

が高まっていますjと説明書きがある (10)。この

記述の「炭鉱」とは貝島炭績をさし， r自動車j
とはトヨタ自動車九州株式会社をしめし，そし

て， r町jとは!日宮田町のことをあらわしてい
る。(写真 L 写真2，写真3)

1976 (昭和51)年の員島炭積関山により基幹
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写真 1 トヨタ白露車九州

手誌に見える道路がテストコース

煙突のそびえる建震がアッセンブリープラント

写真2 トヨタ自動車九州

中央に見える建墨がベインテイングプラント

写真3 トヨタ自動車九州

建屋の右手龍がボディプラント

左手奥がプレスプラント (2006年9月14B撮影)

産業が崩壊した宮田昨では それにかわる産業を

誘致すべく，鉱害のない地区に工業団地を造或

し，積極的に企業誘致に取り組んでいた。第一次

合理化が行われた 1960(昭和 35)年ごろにはす

でに企業誘致活動をはじめており， 1962 (昭和

37)年には重鞍地区において「室長地振興対策基

本計画J(11)に関連した 6つの工業団地の造成が計
冨され，咲京工業団地と栴野工業団地の 2つの工

業団地が町内に造成された。これらの団地は約 10

ha程度の小規模なものであったため軽工業など

女子雇用型の企業の進出が中心で炭鉱離職者の雇

用を充足するものではなかった。のちに 1973

(昭和 48)年から地域整需公司によって九ナトi自動

車道に隣接した王陵地に宮由工業団地が造成され

た。これは筑豊地域経済の長期的な安定対策の一

環として計酉され219ha (宮司地区 167ha，若宮

地区 52ha)にもおよぶ筑豊地域最大の内陸型工

業団地であり， トヨタ自動車やサントリーなど大

手企業の進出を前提としたものであった。

しかしながら，造成完了時の経済清勢はオイル

ショック後の抵成長期にあたり金業側も進出が容

易ではない状況にあった。また，行政慎IJも税収額

の減少などにより地域振興財源が得られず進出企

業の労傷者住宅建設や生活基盤となるインフラの

整備が立ち遅れていたことなどから 1980年代半

ばまで同工業団地に進出する企業はなかった。

景気が回復の兆しを見せ，売上高が上向くなか

トヨタ自動車は愛知県豊田市に工場を集中配置し

て，生産効率を高め，大量生産とコスト削減を追

及してきた。しかし，反冨この集中立地方式が労

働力不足という状況を生じさせていた。その解法

のために豊富な労働力をもっ地方へと工場を分散

させていくことが計画され，九州の福間県(トヨ

タ自動車九州株式会社)と東北の宮城県〈トヨタ

自動車東北株式会社〉に進出することを決定し

た。

1990 (平成 2)年2月228， トヨタ自動車は

宮田工業団地において国内向け乗思車を生産する

アッセンブリープラントと完成車の吊のモーター

プールの建設を発表した。翌 1991(平成 3)年2

月8日にはトヨタ自動車九州株式会社〈トヨタ九

ナ1'1)を設立して建設工事に着工した。同社は愛知

県のトヨタ自動車が 100%出資した子会社であ

り，資本金450億円，用地面積約 106ha，建設総

額 1，500憶円をかけた最新鋭の工場は，成形・溶
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接部品・プレス・ボディ・塗装・組み立てプラン

トとテストコースを錆えた大規模なものとなっ

た。 1992(平成4)年 12月22Bにはマーク Eな

どの上級小型車の生産を開始し， 1997 (平成9)

年にはまV車のラインが稼動， 2004 (平成 16)

年には海外輸出向け車両を含めて年産23万台の

生産能力を有するようになった。 2006(平成 18)

年3月期には売上高7，331信、円，経常和益 1701意

円，純利益 107億円の巨大超震良企業へと成長し

ている。さらに，同年には工場を拡張して生産能

力は年産43万台とした。それにともないトヨタ

九州が産み出す雇用も人員 5.000名(うち従業員

3000名)から人員約7，100名(うち従業員 4，500

名)へと増加している。現在， トヨタ九ナ1'1を含め

て宮田町内の 8つ工業団地には， 15企業が進出

しており，これにより約 10ラ000名の雇用が創出

されている。

炭鉱閉山による基幹産業の崩壊からおよそ 20

年を経ての九州トヨタの誘致成功は，まさに「炭

鉱の町から自動車の町へjの転換そのもののよう

に見える。そこには全業誘致による「企業立地二

人口増加=地域振興jという図式も成立している

かのように患われる。しかしながち，今屈のケー

スはそう簡単なものではなかった。

たしかに工業団地では，数多くの労働者たちが

決められた持関に工場に集結し労働力を提供して

いる。通勤手段は 工業団地が丘陵地にあること

から自家用車での自動が多数を占める。工場の扇

辺には大小さまざまな駐車場が確保され，駐車場

から工場までを送迎する社用パスが運行してい

る。労散を終えた者は 駐車場から吉家用車に乗

ち帰路につく。自家用車を通勤に利用するという

ことは，道諮整衝のされた地域であれば勤務地か

らそのときどきの昌的地までドア TOドアでの移

動を可能にし，労働から解放されたあとの飲食，

娯楽，休息を目的とする癌舗や施設までの移動も

比較的容易である。

そのようななか，宮田地区においては炭住社会

の基層文化・生活様式が現在も温存されており現

代風の欽食宕や教育・文化蒐設が誌とんどないと

いう実f蓄がある。その一方で，欝接する自治体に

は新たに岩生した人々の生活ニーズを一定量満た

写真4 宗f象市内の中署従業員生宅 1

f主宅告を望む小高い丘に建設されている

写真5 宗張市内の中層従業員住宅2

自家用車での通勤が主なため註車場スペースが広
く設けられている (2006年2月19B撮彰)

す施設や環境が充実しているという現実が存在し

ている。

従業員企宅についても 豊田市での集中立地方

式の弊害・反省を踏まえて 生活基盤の整った周

辺の地域に社宅を分散させた。宮田町に建設され

た社宅は 100人技容の独身者用中君子士宅だけであ

る。一方，宮田町に隣接する宗f象市に建設された

社宅は中屠住宅600戸であり(写真4，写真5)，

社宅から工場までの所要時間は自動車であれば

15~20 分と好条件な場所にある。さらに，学医

都市構想、により開発を進めてきた経緯もあり，道

路網をはじめ教育・文化施設といった生活基盤が

充実している。他方，宮田に1瑳接する直方市をは

じめ遠賀郡 (7t巻町，遠賀町)，北九州市といっ

た生活環境や教育・文化環境が整婿されている地

区にも多くの社宅が建設されている。

IB宮田可としては 期待していたほどの人口増

加や地元企業へ波及効果もなく，住民税などの増
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収や地域経済そのものの活性化にはそれほど繋が

っていないのが実情である。しかしながら，企業

誘致地区に対する地域振興への亘接の恩恵は少な

いものの，九州全体や福間県といった広域から見

ればトヨタ進出の経済波及効果は十分あったとい

える。

1¥人生活問題

一一炭鉱住宅と生活保護一一

1.炭鉱住宅，改良生宅の状況

1976 (昭和 51)年 8丹の貝島炭穣関山後，会

社は更生計画に従い行政や関孫機関の協力のもと

清算業務に入る。その主な業務は，1.会社資産

の処分， 2.借地の返還ならびに約束事項の解

約，保安・訪災工事の実施， 3.鉱害被害の補積

の3つである。当然のことながら会社に課された

主たる業務は清算を目的とし，炭鉱離職者の多く

が生活する炭鉱住宅〈炭在)が雑持管理されるこ

とはほとんどなかった。また たとえ操業中であ

っても合理化を進める退程で，経営者備が炭f主の

維持管理に昌を向けることなく，このため 1，600

戸近くあった炭住地区にあっては建屋の老朽化，

廃屋など訪犯・防災の観点かちも見過ごすことは

できないj犬?見;こまでj菜支出ヒしていた。そして， こ

の環境の悪化の改善が自治体の急務となってい

た。

これにより君辺環境改善のための炭住の解消と

炭鉱住宅居住者の住宅確保のための改良住宅の建

設が虫色められた。 r炭鉱住宅改良事業基本計画j
(1981年よち策定)による炭生入居状況と改良住

宅建設計画を見ると，炭住総戸数 1，588戸のうち

入居者戸数は 892戸 そのうち転居・持ち家予定

・炭住払い下げ希望者を除く 806戸について改良

住宅の建設が必要となっていた (1982年調査)。

改良住宅の建設は 貝島炭穣離職者組合・貝島炭

住居住者協議会との協議を経て表2-1にしめさ

れるように 1972(昭和47)年の新笠松田地の建

設からはじまり， 1980年代初めまでの 10年の間

に新笠松田地 (158戸)，東南団地(18戸)，和の

皇居地 (150戸入あけぼの匝地 (138戸)の4団

地464戸が建設された。その後，財政的な開題や

建設予定地の軟弱地盤という問題によち計画の見

亘しが行われ， 1986 (昭和 61)年から 1992(平

成4)年までの 6年の需に揚の浦団地 (112戸入

神田匝地 (12戸入新成田地 (202戸)，向陽田地

(48戸)の4団地374戸が建設された。これによ

ち改良住宅の総戸数は 838戸となった。なお，改

良住宅を除く町営住宅は 10団地384戸が建設さ

れている。

表2-1 改良住宅一覧

団地名 建設年度 戸数 器戸数 構造 一戸当ち床直積 間取与 嬬考1 備考2

1972 53 158 第二 42.6 3K 一段向 単身可

新笠松 1973 51 簡二 42.6 3K 一段向 単身可

1975 54 簡二 42.6 3K 一設向 単身可

東町 1976 18 18 簡二 70.6 3DK 一穀向

1980 26 150 簡平 54.7 3DK 老人向

和の呈
1980 96 簡二 61.2 3DK 一穀向
1981 26 簡二 61.2 3DK 一穀向
1981 2 簡二 82.1 3DK 宿舗付

1981 4 138 筒二 76.9 4DK 老人同居
1981 32 葡二 64.9 3DK 一般向
1981 10 簡平 58.1 3DK 老人向
1981 18 簡二 64.9 3DK 一穀向

あけぼの
1982 38 簡二 64.9 3DK 一穀向
1982 20 簡平 58.1 3DK 老人向
1982 8 簡二 64.9 3DK 一穀向
1982 4 顛平 58.1 3DK 老人向
1982 2 簡二 76.9 4DK 老人同居
1982 2 笥二 64.9 3DK 一穀向
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由地名 建設年度 戸数 総戸数 構造 一戸当丹東富積 需取り 婿考 1 備考2

1986 6 112 簡平 58.1 3DK 老人向
1986 14 簡二 64.9 3DK 一殻向
1986 6 筒平 58.1 3DK 老人向
1986 8 笥二 64.9 3DK 一殻向
1987 6 衛二 64.9 3DK 一穀向
1986 8 簡平 58.1 3DK 老人向
1986 8 笥手 43.5 2K 福祉向 単身可

1986 2 簡二 64.9 3DK 一穀向

揚のj言
1987 8 簡二 64.9 3DK 一殻向
1986 6 簡平 43.5 2K 福祉向 単身可

1986 6 簡二 77.1 4DK 老人間活
1986 2 笥二 64.9 3DK 一段向
1987 10 簡二 64.9 3DK 一設向
1987 2 簡二 84.3 3DK 窟舗付
1987 6 簡平 58.1 3DK 老人向
1986 2 笥平 58.1 3DK 老人向
1986 6 簡二 64.9 3DK 一殻向
1987 6 簡平 58.1 3DK 老人向

神田 1988 12 12 簡二 64.9 3DK 一穀向

1989 6 202 簡平 58.1 3DK 老人向
1989 6 簡二 64.9 3DK 一穀向
1989 6 簡三 77.1 4DK 老人同岩
1989 62 簡二 64.9 3DK 一設向
1990 8 簡平 58.1 3DK 老人向
1990 20 簡ニ 64.9 3DK 一穀向
1990 2 第平 58.1 3DK 老人向
1990 12 笥子 43.5 2K 語社向 単身可

新成
1990 8 簡平 58.1 3DK 老人向
1990 4 簡二 64.9 3DK 一般向
1990 2 錆平 58.1 3DK 老人向
1981 22 簡二 64.9 3DK 一毅向
1990 4 簡平 43.5 2K 福祉向 単身耳

1990 10 笥平 58.1 3DK 老人向
1991 6 簡平 58.1 3DK 老人向
1991 14 簡二 64.9 3DK 一設向
1991 2 簡二 77.1 2DK 老人間居
1991 8 簡二 64.9 3DK 一穀向

1992 2 48 簡平 63.5 3DK 老人向
1992 6 簡二 69.8 3DK 一段向
1992 4 簡王子 63.5 3DK 老人向
1992 4 簡二 69.8 3DK 一段向

向陽
1992 4 簡平 63.5 3DK 老人向
1992 6 笥二 69.8 3DK 一般向
1992 2 笥平 63.5 3DK 老人向
1992 8 簡二 69.8 3DK 一段向
1992 6 笥平 63.5 3DK 老人向
1992 6 簡二 69.8 3DK 一段向

合計(単身者合計〉 838(188) 

(注)構造の f簡二jとは簡易耐火種造二措建， r簡平」とは簡易耐火平屋建をいう。
備考の[一般向jとは一般家庭用， I老人向jとは高齢者用， I老人間居jとは高齢者のいるー殻家庭，
「福社I首Jと辻障害者用の住屠をさす。

資粍出所)宮田軒役場
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図3-1 生活保護率の推移(全国・福関県・筑豊)
寝泊
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資科出所)鞍手保健揺社環境事務所

2.生活保護の状況

生活保護の動向は 社会的・経済的要国に左右

される。ここでは，全国，福岡県，筑豊地域につ

いてその動向を捉え その後に筑豊地域と鞍手郡

4可の動向を見ていく。なお，白書・統計では被

保護世帯と被保護人員からその率が求められてい

るが，ここで辻後者の被保護人員保護率ωの推

移から考察していく。

全国の保護率辻， 1955 (昭和 30)年は 23.9為，

1960 (昭和35)年は 18.5為，その後は図3-1に

しめされるように 1965(昭和40)年には 16.3完。

となり，その後も年々減少し， 1988 (昭和63)

年には 9.6%。と 1ケタ台iこまで低下している。1995

(平成7)年に辻これまでの最抵鐘7払まで改善し

たあと上昇に転じ， 2003 (平成 15)年には 10.5

%。と再び2ケタ台となち 翌2004(平成 16)年

には 11.1克。と近年は増加額向にある。実人員から

見れば1995(平成7)年の 88万人から 2003(平

成 15)年の 134万人へと 8年間に 46万人増加し

ている。

福需県の{呆護率は筑豊地域による影響が大きく

その動向が福間県のそれを左右する。筑豊地域で

の保護率は，石炭産業の盛衰がダイレクトに影響

している。エネルギ一政策の転換により前述の通

り1955(昭和30)年に石炭鉱業合理化時時措置

法が施行され，石炭産業の合理化が推し進めちれ

た結果，炭鉱離職者の大量発生という事態が引き

起こされた。失業対策として職業広域紹介や雇用

促進事業毘宿舎の建設など人口流動化政策が全国

規模で展開されたものの 再就職の困難な高齢者

や障害者あるいは炭鉱社会と異なる社会に麟染め

ない炭鉱離職者の最後の受け血となったものが生

活保護髄度であった。さらに筑豊地域において

は，関山後遺症ともいうべき鉱害諦償などの多く

の問題が山手責していたこともあり石炭産業に代わ

る産業を長らく興すことができなかったこともそ

の社会的要冨として存在した。

1980年代後半期には，筑豊埴域の保護率の低

下がみられた。これ辻 1986 (昭和61)年の年

金制度改正を契機として，被イ呆護者等に各種の年

金受給権の有無確認を強化して課護からの脱却を

匿ったことの成果といえる。一方で，高齢化，若

年層の流出，昌立困難な高齢者・聾害者・母子世

帯などの低所得者層の残留，生活保護受給期間の

長期化，特に被保護三世代・四世代の出現が確認

されている出。なかには受給日を「公務員の給

料8Jなどと部議した表現で語る人もいる。これ

らの状況の長期化は地域社会の経済・清費活動に

少なからず影響を与えている。

貝島炭積が操業していたi日富田町(宮若市宮田

地区)は， 1955 (昭和 30)年の国勢調査におい

て総人口が5万2千人を超えていた。このうちの

およそ 4万人が員島炭穣に携わる関連企業や団体

の従業員とその家族であり，同町は全業城下町そ
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罰3-2 生活保護率の推移(筑豊地域・鞍手郡4町)
唖防
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資料出所)鞍手保建福祉環境事務所

のものであった。当時を振り返り，打多くの{主民

が市制の申請手続きは間近であるjと思っていた

ほど町は繁栄していたjと語っていた。しかし，

1960 (昭和 35)年2月から 1966(昭和41)年9

月までのわずか6年足らずの関に，関出のプロセ

スとして鉱員・職員あわせて 6.500人余りが人員

整理された。これは 1960年当時の全従業員約

7，000入の 9暫に相当し，そのため同町は基幹産

業を欠くこととなり，その後は入口の流出と高齢

過疎の道を歩むこととなった。

筑豊地域と鞍手郡IB4 llIJの保護率の誰移を見て

みると，菌3-2にしめされるように農業が中心

であった宮若市若宮地区 (IB若宮町)を除いて，

鞍手郡内の生活保護率は，筑豊全{本よりも高い水

準で推移している。旧宮田国nま組の 3町と比較し
て，この 20年間常に高い笹で誰移している。こ

の傾向は 2005年においても続いており宮田地匿

の保護率が53.7克。と鞍手郡4地区の中で一番高

い。 1日宮田町の炭鉱住宅改良事業によって誕生し

た8つの改長生宅団地のうち総戸数 100を越える

団地は 5つあるがそのうちある団地の 2005年

のデータでは，平均年齢55.0議(男性49.6，女

性 59.4)，高齢化率45.5%，生保率 159.6%0(被保

護人員)と平均年齢高齢率非保護率のいずれ

とも非常に高い鐘を示している。

生活保護被受給者のなかに辻三世代・回世代目

という世帯も出現しており 出生から死亡に至る

まで被受給者であったケースも見受けられ，そこ

から f貧国の文化Jr貧富の生活様式jといった
貧困基層文化が生み出されている。これらの状況

も閉山後遺症の一つであるといえるだろう。

V.高齢者の状況

宮田町の人口動態については，図4-1にしめ

されるように 1960(昭和 35)年の 5万 1，200人

を環点としてそれ以降辻減少の一途を迫り， 20 

年後の 1980(昭和55)年には半数以下の 2万3243

入にまで落ち込んでいる。また，その後も入口減

少の傾向は続いているが，この 30年間だけをみ

てみると，毘4-2にしめされるように人口が緩

やかな減少ののち横ばいをつづける一方で，高齢

者入口は増加している。これを長挟して高齢化率

は， 1980 (昭和 55)年にはすでに 15%を超え高

齢社会地区となっている。高齢化率辻，その後も

上昇を続け 2000(平或 12)年以降は 26%台とな

り町人口の4人に l人が高齢者という現状にあ

る。

富田国Iの世帯数は， 1960 (昭和 35)年の I万

1，158世帯から 1980(昭和 55)年には7，276世帯

へと約4，000世苦が減少している。同期間の人口

減少が約2万8，000人であるから比較的人数の多

い家族の転出が伺える。 2000(平成 12)年以

降， トヨタ九州の進出などの企業誘致により世帯

数が若干増加しているものの，その企業規模から
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図4-1 人口・世脊数の推移(宮毘町)
入

60，000 

資料出所)宮田苛役場
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菌4-2 人口に占める老年人口と高齢化率の推移(宮田耳)
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資料出所)宮田軒設場

1985年

考えると企業誘致による人口増加というには認め

て少ない伸びである。

高齢者福社の一端が見える介護保険の状況をみ

ると直鞍地区の介護保検スタート時からの介護認

定者の推移は高齢住の進行を背景に国4-3にし

めされるように鞍手郡内のどの地区においても増

加していることがわかる。また， 18宮田町におい

ても国4-4にしめされるように高齢者(一号保

険者)の認定数は年々増加していることが克て取

れる。さらにj認定レベル別に前期・後期高齢者

1幸90:隼

一ー一総人ロー←老年人口・..._高齢梓

19き5年 2000年 2日05年

高齢化率

30.0事

25.0主

20.0事

15.0軍

10.0覧

5.0詰

0.0耳

数の推移を見てみると図4-5および函4-6にし

めされるように前期・後期ともに要介護2以上の

要介護認定者数では年次変化が比較的少ないもの

の要支援・要介護 1の認定者数の変化は大きく，

介護保論スタート時においては要支援者数よりも

要介護 1の認定者数が大きく上回っていたが

2004年には要支援者数がそれを上回ることとな

った。

在宅サーゼス例)の利用状況は，図4-7にしめ

されるように認定者の推移と同様の推移が見受け
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図4-3 介護保険要介護(要支援)認定者数の推移(亘鞍地区・直方市・鞍手郡・宮田町)

人
7，∞。

一←重鞍地区『ト董方市一企ー鞍手郡--*一宮隠mr
一一一一一一」6，000 
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4∞。 ---------------
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一一一一一「2，00古

r一一一一一
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日
2000年 2∞1年 2002年 2003年 20例年

言器区
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1.557 1，970 2，397 2，680 2.82宮

2，466 2，722 3，180 3，401 3，566 

i-一宮毘町 957 1，042 1，202 1，329 1，389 

資科出所)宮岳町役場

医4-4 一号被保険者の介護保険要介護〈要支護)認定者数の推移(宮田町)

入

3υυ 
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F二戸空文一350 
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250 .-- 、、
2∞ 
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50 

告
要支援 要介護1 要介護Z

一・-20∞年 235 294 131 

一・-2001年 254 329 150 

一会ー2002年 314 374 148 

→←2003年 407 389 156 

一端-2004年 4喜§ 386 154 

資料出所)宮田荷役場

られるが，要介護認定を受けながちも費用負担が

足かせとなってサービスを受給しない認定者もい

る。特に地域の民生委員からは生活保護受給者

はサービスを受けられるものの，国民年金受給者

;こはサービス受給費患が生活を圧迫する一国とな

るという実態、を聴いている。

施設入所者の状況については，図4-8にしめ

されるように概ね緩やかな増加頬向を保ちつつ推

移している or介護老人福祉施設J(特別養護老人
ホーム)(15)は，宵内に 1施設あるが定員が50人

であるため町内でサービスを受けられない介護認

-同-・ー ==事
i 

要介護3 要介護4 要介護5

107 1∞ 68 

107 昔4 75 

117 115 96 

119 115 106 

116 125 102 

走者が恒常的に存在する。「介護老人保建施設j

〈老人保建施設)(16)も町内に 1施設であるが，こ

ちらの定員は 100入であるので町内でサービスが

受けられるものの施設選択の余地はない。 r介護
療養型医療施設J(療養型病床群)(町立病院併設
施設として 3施設あり 定員は 274人と受け入れ

体制は整っており 施設サービスに対して選択機

会があるため 3種の施設のうちで利用者にとって

は最もよい環境にある。

介護保険以外の介護予防・生活支援サーピスの

うち施設よるサーゼスとしては昨内に養護老人ホ
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国4寸 前期高齢者の介護探検要介護(要支援)認走者数の誰移(宮田町)
λ 
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可
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要支援 要介緩1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

ー・-2000年 42 4喧 30 16 15 書

一・-2001年 35 5宮 27 14 10 14 

ート2002年 43 71 25 20 10 18 

ー輔-2003年 78 66 26 18 18 1書

一帯-2004年 91 56 24 15 18 15 

資料出所)宮田町役場

図4-6 後期高齢者の介護課険要介護(要支援)認定者数の推移(宮田町)
人
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萎支接 要介護1 要介護2
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一持・2∞3年! 329 323 130 
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資料出所)宮田町役場

ーム 1施設，経費老人ホーム(ケアハウス)1施

設，存料老人ホーム 2施設，生活支援ハウス 1施

設がある。このうち養護老人ホーム(凶は， 1950 

(昭和25)年に定員 35入の養老院として開設さ

れた古いタイプの施設である。入所定員について

は， 1957 (昭和 32)年には 41人， 1959 (昭和

34)年には50人と増員した。 1963(昭和 38)年

に老人福祉法によって養護老人ホームとなり，

1972 (昭和47)年に移転・改築を行った。 1974

(昭和49年)には夫婦部室の増築により定員は70

入となった。この定員が現在までの梓となってい

る。同施設は，職員の努力によち手入れは行き嵩

---ζミ

要介穫3 要介護4 要介護5

き1 85 E宮

93 84 61 

皐7 105 78 

101 97 宜1

101 107 87 

いているものの介護保険制度に伴い建設されてき

た近年の施設と比べると経年による老朽化や現在

の新しい施設条件を満たせない状況がいたるとこ

ろに見受けられた。たとえば， トイレや涜富所，

E管や配線設舗の老朽化をはじめ，建設当時のま

まの狭い通路(廊下入通蕗と部震の段差，そし

て一人当たりのプライベート空間としては狭い共

同部屋，また雨溺りなど施設全体の老朽化が日々

進行している。この施設での 2004(平成 16)年

度の入所者辻 34人である。

介護保険より受けられる 3種の施設サービス事

業体と養護老人ホームを短時間であったが訪問す
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図4-7 居宅サービス受給者数の推移(宮E町〉
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2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

匡介ー祉施設
76 76 82 80 80 

介護老人保健施援 76 79 85 81 86 

介護療養整医療施設 114 113 105 122 107 

資料出所)宮由可役場

ることができた。従来から施設のみならず施設に

おける処遇の内実が利用者の福祉にとって良覧で

あることが重要で、あるといわれ，施設におけるケ

アは日常生活動作といった ADL介護から生活の

質の向上を目指す QOL介護へとシフトしてい

る。充実した良費なサービス提侯に必要なことに

ついてのこちちの質問に対して，第一戦の現場で

働く捷設長や民生関係者から共通して語られるこ

とは，質と量の両面において人的資源の確保が第

ーになされなくては立ち行かない事業サービスで

あるということであった。

VI. おわりに

2006 (平成 18)年2月 11B，宮田昨と若宮耳

の合併により宮若甫が誕生した。合併後の人口動

態推計では，醤 5-1および国 5-2にしめされる

ように 2005年の 3万0，069入，高齢化率27五%

という値と 10年後の推計植を比較してみると総

人口辻約 1割減の 2万7，300人，高齢化率31.5

%， 20年後には総人口の 2割減の2万3，987人，
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図5-1 宮若市の人口推移(含:推計)
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高齢化率35.3誌と予測されている。年少人口・

生産年齢人口が減少するにもかかわらず，高齢人

口が増加という図式において，高齢者人口の増加

数よりも現世代と次世代を担う人口減少数が多い

ため，宮若市全捧としては総人口が減少してい

く。

今後の産業別就業人口は図 5-3にしめされる

ようにどの分野においても減少していくと予測さ

れている。そのなかで，産業別就業者人口比率に

ついては図 5-4にしめされるように第一次・第

二次産業従事者割合が抵下する一方で第三次産業

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年

12.3覧

oO.1覧

27五百

12.2覧 12.3% 11.9事 11.0詫 10.1塙

59.2覧 56.1% 53.8'事 53.5覧 54.1覧

28.6詰 31.5需 34.3% 35目5韮 35.9覧

従事者割合が増加すると推測されている。

本稿の地域振興と高齢者の生活問題は，宮若市

の今後の都甫計画にも深く関わっている。都市計

画とは，公的権力，すなわち自治体が主体となっ

て都市空間を継続的に維持・発震させることを巨

指して，自然・霊史環境の保全と活用，土地科用

の規制と誘導，住宅・都市インフラ施設の建設と

更新，市街地の整備と再生などを計画的に推進す

ることである。

また，その目的は，都市問題の解決，すなわち

生産，交通，岩往，福祉，医療，研究，教育，丈
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匿5-3 宮若市の産業別人司の推移(含:推計〉
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イヒ，余暇活動などにおける住民生活上の現在およ

び将来の開題の発展的解決を函ることである。こ

の問題解決にあたる主体者としての自治体は，住

民，ボランテイア団体， NPOといった住民セク

ターと各謹企業などの民間セクターとの連携を国

りつつ，学習，啓蒙活動や法制，財政など各種の

行財政制度を総合的に組み合わせることによって

機能的に計画を実行しなければならない。

総合的・機詑的な都市計画を欠くことにより宮

田町がトヨタ九州誘致後に味わった失望感，すな

わち期待したほどの人口増加や経涜波及効果が得

られなかったという事実は，今後とり組むべき間

題とその解決の重要性を露わにした出来事でもあ

った。この観点から考えると金業にとって何より

も重要なことは，教育・文化・医寮・福社の充実

した地域に社宅を薙保することこそ良賞な労働力

確保に繋り，就業地と居住地の距離すなわち通勤

の問題は，交通網が整備されていれば比較的障題

にはならないということである。何よりトヨタ九

州の社宅の多くが従業員のニーズにあった地域に

確保されているという事実がこのことを知実に現

している。

同様に， I日産炭地の生活保護と高齢者の状況か

らも指捕できる点がある。それ辻，住民意識が地
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域生活の質を決定していくという換えがたい事実

から，生活環境の整備とともに住民の生活様式お

よび生活意識の改善が荷よち必要である。さら

に，宮田地区では石炭後遺症によ与土地利用は高

層建築こそ不可能にしているが，高齢社会にあっ

ては高齢者住宅や福祉施設おいてはむしろ低屠住

宅が適しているため f福祉のまちjとしての活用

が模索できる。一方，宮若地区においては採炭に

よる鉱害被害がないため高署建築が可能である。

これらの地理的条件から用途別ゾーニングの活用

という形で住民理解が得られやすい一面もある。

このように住民生活の現状と企業誘致による反省

を踏まえた都市計冨を策定し，推し進めるべきで

はなかろうかc

宮若市は，まちの将来像として「ひと・まち・

産業が輝く新たなふるさとjの実現と市民・企業

.行政が協{動で創る岳立都市を司指して都市計冨

を策定しているc この推進過程にあって，当市の

推計に反して就業者の定着による生産年齢人口と

年少人口の増加，特に第二次・第三次産業従事者

の増加を期待したい。

注

(1) 石炭生産に詫事する労働者 13万人を緊急に充足

させることを目的とした「炭鉱労務者緊急充足実

施要綱J(1945年 11丹決定)により，主食，衣
類，酒，煙草の特別配給を誘引手段として復員軍

人，戦災者，引揚者を中心に充足された。

(2) 朝鮮特需がま号わると，石炭の退乗u{共給と需要の

落ち込みが「石炭不況J引き起し，秋期賃金闘争

として日本炭鉱労働組合は日本電気産業労働組合

と共闘して 1953(昭和 27)年 10月から舞期限ス

トに入った。この 63日間にわたる長期ストライ

キ，いわゆる「六三ストjがきっかけとなり，需

要者劉には石炭に対する不安と不信が高まり，国

内の高炭髄と比べて海外炭や重油が海上運賃の相

対的値下りとも相まって割安になったため，産業

界では重油への転換をはかりはじめた。ここに国

体エネルギーから流体エネルギーへの転換，つま

りエネルギー革命の幕が開けられた。

(3) 正田誠ーによると「スクラップ・アンド・ピル

ドj政策のうちスクラップに重点がおかれた九ナ1'1

で辻， 1961年(昭和 36年3月〉震までに買上げ

られた炭鉱は 119炭〈年産330万トン，労働者2

万4千人)あり，実上げ申し込み炭鉱労鉱{年産

308万トン，労働者2万人〉をあわせて 170炭鉱

が買上げられ，九州産炭能力の4分の lにあたる

年産638万トンが凍結(採炭中止)，それにともな

い排出された4万4千人の労鵠者が実質的に失業

者とまっている。〔正田誠一著， r九州石長産業史
論t九州大学出版会， 1987年， p3∞) 
(引用法施行の自的は，当初5年間に有望長鉱の徹

底的な合理化・機械化の推進により能率アップを

図る一方で、非能率炭鉱を買上げることによる石炭

の過剰生産と貯炭量の減少を進めることであっ

た。いわゆる「スクラップ・アンド・ピルドjに

よる石畏鉱業の再建(若返り)，合理化設策であ

る。これは，当時の基幹産業であった鉄鋼業界に

とっては，熱エネルギー源としての五炭が，燃焼

カロワーの制御面や何よりも高炭倍によるエネル

ギーコスト面においてそのメワットが期待できな

いことも一国となっている。

(5) 広門昭作「貝島炭積株式会社の清算業務を終え

てJr兵島会会報i第 35号，平成 12年 11丹25
B， p2)。
(6) 7mとは，鍍塚市，直方市， 83 JII市，中間市，

嘉麻布，宮若市である。 4郡とは，遠賀郡，鞍手

郡，嘉諒郡，田JlI郡であり， 14町村は遠費蔀4

町，鞍手郡2町，嘉穂郡 1町，田JII郡7町村であ

る。いわゆる平成の大合許以前では4市(飯塚

市，直方市，田111市，山田甫)4郡 (25軒村)で

構成されていた。

(7) 若林良和「爵出に伴う地域社会の変貌Jr移動社
会と生活ネットワークJ，高菅出版， 2002年， pp 106 
-107 

(8) 炭鉱離職者の多くは，閉山後もハモニカ長屋と

呼ばれた炭鉱住宅(炭住)に住み続けていたこと

や離職者組合を結成するなどその結束が園られた

ことからも離散することなく共同体的意識は強毘

に維持されることとなった。

(9) 炭f主社会は，運命共間部的性格の強いある種の

強力な紐帯で結ばれている。これは，坑内での採

炭労動が，その作業通程において各部署間での綿

密な連携を必要とするものであり，共同と協力が

うまくかみ合わなければ生命の危険さえも揺いて

しまう労儀作業であったからである。

(10) 帝国書院編集部， r考える社会科地図J，四谷大
塚出販， 2005， P 20 

(11) 1962 (昭和 37)年の石炭鉱業調査屈がまとめた

基本方針に従って，工業用地や住宅用地の造成計
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画が策定された。工業用地については，①用地が

安舗であること，②交通運輸の便が発達している

こと，③ダム建設と遠賀JlIの用水開発により工業

用水を確保することから工業用地の育成が可能と

の判断をした。

同生活保護の率詰一般的iこ千分率得。〉で表記さ

れる。

同 f実践・生活保護ケースワーク~福岡黒の実践事

例から伝えたいこと~第一回福両県の生活保護の

歩みJ(6 @]連載)， r生活と福祉.L全国社会福祉
協議会， 2004 年 1 月 ~7 月

(14) 居宅サーどス辻，訪問介護〈ホームヘルプサー

ピス)，訪問入洛介護，訪問看護，訪罰リハビリテ

ーション，居宅療養管理指導，通初夏以後{デイ

サーピス)，通所 1)ハピリテーション〈デイケ

ア入短期入所生活介護〈ショートステイ)，短期

入所療養介護(ショートステイ)，認知症対応型共

同生活介護(グループホーム)，特定施設入所者生

活介護，福祉世用具貸与・購入費の支給，住宅改

修費の支給，住宅介護支援が2006(平成 18)年度

の介護保険の予防重課型システムへの転換によ

母，それ以降の内容は見直がされている。

綿入所する要介護者に対し，施設サーピス計画に

基づいて，入器，排j世，食事等の介護やその弛の

百常生活所の世話，機能言11練，龍康管理および寮

養上の世話を行う。

締痛状が安定している要介護者に対し，施設サー

ピス計画に基づいて，看護，医療的管理の下にお

ける介護および、機能訓諌その他必要な医療並びに

日常生活上の世話を行い，岳宅に戻ることを目標

としたサービスである。

初病状が安定している長期療養が必要な要介護者

に対し，施設サーピス計画に基づいて，療養上の

管理，看護，医療的管理の下における介護その他

の世話及び識語誤練その也必要な医寮を療養型病

床群を持つ錆院などで行うサービスである。

(18) 65歳以上の高齢者で身体上，精神上，または環

境所の理由及び経済的理由により，居宅において

養護国難な者を養護老人ホームに入所措置を行う

ことを巨的とする撞設である。
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